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総合資源エネルギー調査会 省エネルギー基準部会住宅・建築物判断基準小委員会／ 

社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会省エネルギー判断基準小委員会 

第１回 合同会議 

平成２０年９月２６日（金） 

 

 

【事務局】  それでは、定刻を過ぎましたので、これから会議を始めさせていただきま

す。 

 本日はお忙しい中、ご出席いただきまして、まことにありがとうございます。私、事務

局を務めさせていただきます国土交通省住宅生産課の○○でございます。よろしくお願い

いたします。 

 まず、本日、ご発言いただく際にはお２人に１つずつ、こういったマイクがございます。

トークというボタンがございますので、これを押していただいてご発言をいただきますよ

うお願いいたします。 

 それでは、開会に先立ちまして、資料の確認をさせていただきます。お手元にお配りし

ております資料を順次確認させていただきます。 

 まず、一番上に議事次第の紙が１枚ございます。その後に配席図があります。３枚目に

資料一覧がございますので、この資料に沿って確認をさせていただきます。その次に資料

１、委員名簿があります。資料２、社会資本整備審議会の小委員会の名簿でございます。

資料３、合同会議における調査審議の進め方について（案）という１枚紙がございます。

資料４、住宅事業建築主の判断の基準の設定について（案）というのがございます。資料

５、住宅に係る省エネルギー判断基準の改正について。資料６、これはＡ３を折り込んだ

ものでございますが、省エネルギー判断基準の明確化・簡素化に係る方向性についてとい

うのがございます。資料７、建築物に係る省エネルギー判断基準の改正について、でござ

います。 

 それから、以降は参考資料でございます。まず、参考資料１－１といたしまして、カラ

ー版で、エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する法律の概要というカラ

ーの１枚がございます。それから、かなり分厚いものでございますが、参考資料１－２と

いたしまして、この省エネ法の改正の新旧対照表でございます。続きまして、参考資料２

－１といたしまして、住宅事業建築主に対し住宅の省エネ性能の向上を促す仕組みという
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１枚紙でございます。参考資料２－２でございますが、横使いでございます。特定機器に

係るトップランナー制度についてという資料があります。 

 参考資料３－１、２枚物でございますが、住宅に係る省エネルギー判断基準の概要でご

ざいます。それから、参考資料３－２といたしまして、住宅に係る省エネルギー判断基準

そのものがございます。それから、参考資料３－３といたしまして、同じく住宅に係る設

計、施工指針でございます。参考資料４－１でございますが、今度は建築物に係る省エネ

ルギー判断基準の概要でございます。それから、最後、参考資料４－２といたしまして、

建築物に係る省エネルギー判断基準の本文がございます。 

 以上、お配りしている資料でございますが、欠落等ございましたら事務局までお申し出

ください。 

 それでは、本日は第１回の合同会議でございますので、初めに委員の紹介をさせていた

だきます。 

 まずは、総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会住宅・建築物判断基準小委員

会の委員を紹介させていただきます。 

【事務局】  それでは、住宅建築物判断基準小委員会の委員のご紹介をさせていただき

ます。 

 なお、本小委員会の委員長及び委員につきましては、総合資源エネルギー調査会の運営

規定に基づきまして、省エネルギー基準部会の部会長が指名することになっております。

既に省エネルギー基準部会の石谷部会長のご指名をいただいており、皆様にも委員就任の

ご了解をいただいております。 

 それでは、ご紹介させていただきます。○○委員長でございます。 

【委員】  ○○です。 

【事務局】  ○○委員でございます。なお、本日は○○委員はご欠席ということでござ

いまして、○○様に代理出席をいただいております。 

【委員代理】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  続きまして、○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。お願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございますが、今、こちらに向かわれているとのことでござい

ます。 

 それから、○○委員でございます。 
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【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○と申します。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○です。よろしくお願いします。 

【事務局】  最後に、○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  以上でございます。 

【事務局】  次に、社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会省エネルギー判断基準

小委員会の委員、臨時委員、専門委員のご紹介をさせていただきます。 

 ○○委員長でございます。 

【委員】  ○○でございます。 

【事務局】  ○○委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。 

【事務局】  ○○臨時委員でございます。 

【委員】  ○○です。 

【事務局】  ○○専門委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。 

【事務局】  ○○専門委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  ○○専門委員でございます。 

【委員】  ○○です。よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○専門委員でございます。 

【委員】  ○○です。よろしくお願いします。 

【事務局】  ○○専門委員でございます。 

【委員】  ○○でございます。 
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【事務局】  なお、○○専門委員、○○専門委員は、本日はご欠席でございます。 

【事務局】  ○○委員が到着されましたので、ご紹介させていただきます。○○委員で

ございます。 

【委員】  ○○でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  それでは、議事に入ります前に経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・

新エネルギー部省エネルギー対策課長からごあいさつ申し上げます。 

【事務局】  経済産業省、省エネルギー対策課長の○○でございます。本日はよろしく

お願い申し上げます。お忙しい中、本合同会議にご参集いただきまして、まことにありが

とうございます。経済産業省では、これまで省エネ法に基づきまして過去１０年近くトッ

プランナー基準を策定、運用してまいりました。これまで機械器具２１品目につきまして

基準をつくっております。自動車、家電製品などでございます。今回、住宅ということで

全く違う性格のものについて省エネ基準を定めるということでございます。 

 機械器具の場合、基本的に省エネ性能の測定などに関しては比較的、やり方さえ決めれ

ば簡単にできるわけでございます。機能も比較的単一でございますし、比較も容易でござ

います。これが住宅となりますと、言うまでもなく断熱性能に加えまして、さまざまな設

備の省エネの性能というのを総合的に評価しなければならないわけでございまして、大変

難しい基準づくりだと考えております。 

 来年４月からの施行でございますので、あまり時間がございません。３回の審議という

ことでございますが、何とぞ委員の先生方、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

それから、省エネ法が改正されて、２,０００平米以下の建築物、住宅についても新しく義

務がかかってくるということで、既存の判断基準の改正というのもあわせてお願いするわ

けでございますが、こちらの方につきましても慎重ご審議のほどよろしくお願い申し上げ

ます。本日はよろしくお願いいたします。 

【事務局】  続きまして、国土交通省住宅局住宅生産課長からごあいさつ申し上げます。 

【事務局】  国土交通省住宅局住宅生産課長、○○でございます。今、経済産業省の○

○課長の方からごあいさつがございました。省エネ法を改正させていただきまして、その

新しい仕組みとして住宅事業建築主の判断基準という形で、建売戸建住宅というものを一

定戸数以上供給する方々について、いわゆるトップランナー方式というものを、形をまね

たというのでしょうか、モデルとした新しい仕組みを導入する。もう一つは、床面積の、

今まで２,０００平米以上、これを届出対象としておりましたけれども、これを今後３００
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平米以上というものにしたいなということで、届出対象の大幅な拡大を考えております。 

 今、お話がございましたけれども、ご存じのように建築、住宅というものにつきまして

は、その製品というんですか、物をつくっていく過程で非常に特殊性がございます。１つ

にはやはり建築主、つまり、注文主、個人の住宅などで言いますと、注文住宅については

どういう設計にするのか、どういうふうにするのかということにつきましては、建築主が

決めていって、それを工務店の方やハウスメーカーの方と相談しながら物をつくっていく

という形になっておりまして、何かでき上がったものが世の中を回っているわけではない

ということ。１戸１戸が非常に個性を持っております。 

 こうした中でも民生用エネルギーの使用が非常に増えているという中で、省エネルギー

性能についてきちんと注意してつくっていただき、いいものをつくっていただこう。この

ためには一体どういうものがいいのかということで、これは判断基準が非常に重要になり

ます。また、設計、施工につきまして、これをよりどころにいいものを皆さんがつくって

いただくということでございますので、先ほどもあちらの○○課長のごあいさつにもあり

ましたが、中身をきちんと整え、かつそれが市場でちゃんと受け入れられて、きちんと機

能していく。ちゃんとした省エネルギー性能を確保しながら、しかも、スムーズに回って

いく。こういう基準をつくっていくということで大変難しい話でございます。 

 また、時間も非常に短くございますけれども、ぜひご専門の皆様方からのご意見を賜り

まして、市場にきちんと的確に根づいていく効率的なシステムというものを構築していく

ことにつきましてお力添えいただき、ご審議をいただきますようお願い申し上げます。最

後になりますが、日ごろよりのご指導、ご鞭撻につきまして御礼申し上げまして、ごあい

さつといたします。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  それでは、この後、議事に入らせていただきますが、この合同会議の議長

は、社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会省エネルギー判断基準小委員会の○○委

員長にお願いしたいと存じます。 

 ○○委員長、議長席の方にお移りください。それでは、○○委員長よりごあいさつをお

願いいたします。 

【議長】  ○○でございます。ご指名によりまして、この合同委員会の議長を務めさせ

ていただきます。一言ごあいさつ申し上げます。 

 今、両課長から背景についてお話がございました。この今日の議事、３つあるようでご

ざいます。１つ目が住宅事業建築主の判断の基準ということで、これはいわゆる住宅のト
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ップランナー制度ということで、これは新しい議題かと理解しております。２つ目が住宅

に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準

という大変長い、これは法律に基づく基準ですか、これの改正でございます。３つ目が建

築物に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の

基準ということで、この３つがございまして、これに関して今日ご審議願います。 

 本件、皆様ご存じかと思いますけれども、本年５月の省エネ法の改正に伴って新たに制

定される制度とか、あるいは現行のものの改正とか、そういったものでございまして、今

後の省エネ行政の中核になる話でございまして非常に重要なものでございますので、よろ

しくご審議、ご協力をお願いします。 

【事務局】  ありがとうございました。 

 それでは、○○委員長、議事の進行をお願いいたします。 

【議長】  それでは、ただいまから総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会住

宅・建築物判断基準小委員会と社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会省エネルギー

判断基準小委員会の第１回合同会議を開催させていただきます。 

 最初に、事務局の方から合同会議の今後の進め方について説明をお願いします。 

【事務局】  ご説明いたします。資料３をごらんください。合同会議における調査審議

の進め方について（案）というのがございます。最初に趣旨でございます。ごあいつにも

ございました省エネ法の改正、この５月３０日に公布されました。平成２１年、来年の４

月１日から施行されるものでございますが、この円滑な運用、これに万全を期すという観

点から、総合資源エネルギー調査会省エネ基準部会住宅・建築物判断基準小委員会と社会

資本整備審議会建築分科会建築環境部会省エネルギー判断基準小委員会、この両小委員会

での合同会議をお願いする次第でございます。 

 ２ところにございますように、検討事項は大きく２つでございます。新たに取り入れま

した特定住宅の性能の向上に関する住宅事業建築主の判断の基準、これを新たに作成して

いただくというのが１点。 

 ２点目が今般の省エネ法改正を受けました次の基準指針の見直しであります。見直しの

中に３つございます。１つが建築物に係る省エネルギーの使用の合理化に関する建築主等

及び特定建築物の所有者の判断の基準であります。２番目が住宅の方でございます。住宅

に係る同じく省エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判

断の基準でございます。 
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 恐れ入ります。①、②のところで建築主、建築主と書いてございますが、「建築物」でご

ざいます。大変失礼いたしました。 

 ３番目に、住宅に関しましては設計、施工指針がございます。これにつきましてご検討

いただくということでございます。 

 全体といたしましては、既に会議の中で３回というふうに申し上げておりましたが、一

番下のところの３のところの検討スケジュールに具体的に書いてございます。本日が一番

上の９月２６日でございますけれども、まず、第１回目を今日開いていただきまして、最

後の施行でございますが、一番下の行にございますように平成２１年４月１日に改正省エ

ネ法の施行が、一部平成２２年でございますが、大部分が平成２１年４月１日に施行され

ますので、ここに向けまして第２回目を１０月３１日に、それで、その後、いただいた意

見を踏まえまして告示改正案のパブリックコメントをさせていただき、１２月上旬に第３

回目の合同会議をしていただければと考えている次第でございます。 

 これを受けまして、１２月下旬には告示を公布し、来年の４月１日の省エネ法の施行へ

とつなげてまいりたいということでございます。非常に短期間の審議で恐縮でございます

が、よろしくお願い申し上げます。 

【議長】  ありがとうございます。 

 今、ご説明のとおり大変タイトなスケジュールでございますので、委員の皆様、よろし

くご協力お願いします。これに関しまして何かご意見、ご質問ございますでしょうか。よ

ろしゅうございますか。それでは、このタイトな日程、ご了承いただいたものとさせてい

ただきます。 

 それでは、事務局から省エネの判断基準等について、大変たくさん資料がございます。

説明をお願いします。 

【事務局】  それでは、事務局から省エネルギーの判断基準等につきまして、最初に一

括して資料を説明させていただきます。 

 最初に、恐縮でございますが、参考資料１をごらんいただきたいと存じます。エネルギ

ーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する法律の概要ということでカラーの１枚紙

でございます。まず、この資料で今回の省エネ法改正の概要につきまして簡単にご紹介さ

せていただきます。 

 既にご案内のとおりでございますが、エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を

改正する法律でございますが、さきの通常国会で全会一致で成立いたしまして、５月３０
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日に公布されております。それで、この省エネ法でございますが、従来より住宅や建築物

をつくる際の建築主が判断の参考とするための省エネルギーの判断基準というものをつく

りまして、すべての住宅や建築物を建てる際には、その基準に従ってつくっていただくよ

うに努力義務を課しているわけでございます。 

 その上で、一定規模以上のものをつくる際には、どういった措置を講じたかということ

について行政庁の方に届出をしていただくということをお願いしておりまして、その中で

特に著しく対応が不十分なものについて指導をするというような対応をしてきたところで

ございます。 

 それに対しまして、今回の改正の中身でございますが、改正内容のところ、まず①であ

りますように、大規模な建築物につきましては、省エネ措置が著しく不十分である場合に

は、これまでの指示、公表に加えまして命令を導入するという、言ってみれば担保措置を

強化するという改正をさせていただいております。加えまして、②にありますように、一

定の中小規模の建築物につきましても、この届出を義務づけるということで、届出対象の

拡大という、こういう大きく２つの方向で改正をさせていただいたところでございます。 

 具体的には、この資料の中ほどに矢印の左と右とございまして、建築に係る届出という

ことで、改正前、改正後ということでございますが、ここをごらんいただきますと、改正

前は２,０００平米以上の建築物の新築・増改築、大規模修繕等の際には、省エネ措置を所

管行政庁に届出をしていただき、措置が著しく不十分な場合には指示を行い、指示に従わ

ない場合には、その旨を公表と、こういう仕組みで運用してきたわけでございますが、こ

れを改正後の方をごらんいただきますと、さらに赤字で書いてございます。指示に従わな

い場合の公表に加えまして命令。命令に従わない場合は罰則がつく。こういう仕組みにさ

せていただくということでございます。 

 それから、下の方に参りまして、改正前は２,０００平米未満の建物につきましては、特

段、届出というようなものはなかったわけでございますが、今回の改正によりまして一定

規模以上のもの、これは先ほど来、話題に出ておりますような、今のところ床面積で３０

０平米以上ということで、これは政令で決めさせていただくということで考えております。

こういったものにつきましても新築・増改築の際には省エネ措置を行政庁に届出をしてい

ただき、措置が著しく不十分な場合には勧告をさせていただく、こういう改正をさせてい

ただくことになっております。 

 こういった中で、この届出対象の拡大なども踏まえまして、この省エネルギー判断基準
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をどういう形にしていくのがいいかということがこの合同会議でお願いする課題の１つで

ございます。それに加えまして③、上の方③にありますような、従来より届出をしていた

だいた省エネ措置に関しまして、その維持保全状況に関する定期報告というのをやってい

ただいておりましたが、これを専門に行う登録建築物調査機関を制度化するというような

改正もしたところでございます。 

 それから、続きまして下の方にございます④というところをごらんいただきたいと存じ

ますが、そこに「住宅を建築し、販売する住宅供給事業者に対し」とございます。これは

自らが建築主となって住宅を建築して、それを販売する事業者の方に対しまして、その新

築する特定住宅でございます。これも具体的には政令の方で定めることになりますが、戸

建て住宅を念頭に置いております。こういったものの省エネ性能の向上を促す措置を導入

するということでございます。 

 この趣旨は、言ってみれば同じような仕様とか設備の戸建て住宅、規格化されたそうい

う建て売りの戸建て住宅を大量に供給する、そういう事業者の方に対しまして、これまで

機器の方で行われてまいりました、いわゆるトップランナー制度と呼ばれておりますが、

そういった仕組みに準じた仕組みを導入していこうという趣旨でございます。これにつき

ましては、別の資料で詳しく説明させていただきます。 

 その他、今回の改正では、⑤にございますように建築物の設計、施工を行う方に対して

省エネ性能の向上とか、性能の表示に関し、大臣が指導・助言を行うことができるように

するとか、⑥にございますように建築物の販売、賃貸の事業を行う方に対して、省エネ性

能の表示による情報提供の努力義務を明示する。こういったことを措置させていただいた

ところでございまして、これを基本的には来年の４月１日から施行させていただくことを

目指しております。 

 なお、届出措置を拡大するという、ここにつきまして②の部分でございますが、これに

つきましては十分な周知期間を確保するという意味から、もう１年先、平成２２年４月１

日から施行ということを予定しているところでございます。 

 以上、簡単でございますが、今回の省エネ法改正の概要でございます。 

 続きまして、参考資料２－１をご覧いただきたいと存じます。住宅事業建築主に対しま

して住宅の省エネ性能の向上を促す措置の仕組みでございます。この後、具体的にご審議

いただきます住宅事業建築主の判断の基準をご説明するに先立ちまして、その仕組みをご

紹介したいと存じます。 
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 なお、その次に参考資料２－２ということで、特定機器に関するトップランナー制度の

概要も参考までにおつけしてございますが、この機器のトップランナー制度に準じた仕組

みでございます。 

 では、２－１の方をご説明申し上げます。まず、上の方にございますが、住宅事業建築

主の判断の基準の設定の考え方でございます。これも機器のトップランナー制度に準じて

ございますが、まず、現時点において世の中に供給されております、すべての建売戸建住

宅の中で省エネ性能が最も優れているものの性能と今後の技術開発によるその性能の向上

の見通しなども考慮いたしまして、これを国土交通大臣と経済産業大臣の方で住宅事業建

築主の新築するすべての戸建建売住宅に共通する目標として、１つの目標を定めさせてい

ただきます。 

 それで、この目標は、目標年度におきまして、その各社がいろいろな建売戸建住宅を供

給されるわけでございますが、その商品のシリーズのモデルチェンジのサイクルでありま

すとか、あるいは建築材料の開発の動向とか、そういう技術開発の見通しを踏まえて設定

させていただくというものでございます。 

 それで、その下の方に模式的に絵をかいてございますが、これは横軸が時間軸でござい

まして、右側に行くほどその時間が経過していくわけでございます。まず、現時点、Ｎ年

度における状況がございまして、Ｎ＋Ｐ年度と書いてございます目標年次がございます。

今度、縦の方向でございますが、これは省エネ性能をあらわしておりまして、上に行くほ

ど省エネ性能が高くなるというふうにお考えいただければと存じます。 

 それで、住宅の絵がかいてございますが、これが戸建て住宅のある商品シリーズをあら

わしているとお考えいただければと存じますが、まず、Ｎ年度でＡからＥまでこういうシ

リーズがあったとしまして、これが当然、時間がたっていけば、既にそのシリーズがもう

供給されなくなるものが出てくる一方で、より性能の高いものが新しく投入されてくると

いうことが期待されるわけでございます。 

 こういった中で、青の破線がございます。このように先ほど申しましたような考え方で

あらかじめ目標年次における目標とする水準を決めさせていただきまして、これに対しま

して、このある事業者の中で、事業者が供給するいろいろな商品のシーズでございますが、

この省エネ性能の平均値を見まして、これが赤い星でかいてございます。これがだんだん、

当然上がっていくということが期待されるわけでございますが、これがその目標年次にお

いて、この青の破線の水準を超えていくということを期待しているわけでございます。 
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 まさに機器のトップランナーの仕組みに準じたものでございます。このように各事業者

が供給する建売戸建住宅の省エネ性能の加重平均が目標年度までに目標水準を超えるとい

うことを期待しておりまして、それを確認するために大臣の方から必要な報告を求めると

いうようなことを考えておりますし、さらに目標年次におきまして目標達成状況が不十分

である場合など、省エネ性能の向上を相当程度行う必要があると認められる場合には、事

業者に対しまして目標を示して、性能の向上を図るべき旨の勧告をし、勧告に従わなかっ

た場合には、公表、命令というような措置もあるということでございます。 

 以上が、まず法律改正によりできました仕組みの概要でございます。 

 続きまして、今回、ご審議をお願いいたします基準の考え方について説明をさせていた

だきます。資料４をごらんください。まず、資料４は住宅事業建築主の判断の基準の設定

でございます。これは今、参考資料２－１の方でご説明申し上げました、まさに先ほどの

資料では、青の破線で示しておりましたこの基準をどのように定めるかということでござ

います。 

 まず、大きくはその基準の基本的な考え方でございますが、そこにございますように住

宅の建築を業として行う建築主、住宅事業建築主という用語で呼ばせていただきます。こ

れが新築する特定住宅、これは一戸建ての住宅を定める予定でございます。この特定住宅

につきまして、その熱の損失の防止、つまり、断熱性能と、それから、空気調和設備等の

建築設備のエネルギーの効率的利用のための性能、これをまとめて省エネルギー性能とい

う言い方をいたしますが、こういったものの向上に関する判断の基準ということでつくる

ものでございます。 

 この基準の策定に当たりましては、こういった事業者が建築する建売戸建住宅のうち、

省エネ性能が最も優れているものの性能、それから、こういった住宅に関する技術開発の

見通しなどを勘案いたしまして、現在、通常のいわゆる省エネ基準、現行、平成１１年基

準と呼ばれております省エネルギー判断基準をもとに、それにさらにプラスアルファをし

た上で決めさせていただくというものでございます。 

 それから、③でございますが、こういった基準でございますが、当然、その直接の適用

対象となります住宅事業建築主はもちろんでございますが、建売戸建住宅を購入される消

費者の方々にもわかりやすいものであるということ。そして、住宅を選択される際に参考

となるようなものとするということに留意が必要だと考えております。 

 それで、どうしても断熱性能に加えまして設備の効率性なども考慮すると思いますと、
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仕組みが複雑になりがちでございますが、こういった事業者の方々の供給されます住宅の

省エネ性能の把握に際しまして、余りに過度な負担を強いることにならないようにという

ことには十分留意して決める必要があるだろうというふうに考えている次第でございます。 

 それから、続きまして２.といたしまして、基準の設定の考え方でございます。本日、初

回でございますが、時間も限られておりますので、こういう方向でいかがでしょうかとい

う考え方をあらかじめお示ししたいと存じます。それで、基準の設定でございますが、目

標年次におきまして、建売戸建住宅が達成すべき目標水準を定めるということでございま

して、一定の断熱性能の確保とあわせまして効率性の高い建築設備の導入ということを誘

導していきたいと考えております。 

 それで、まずこの目標年次でございますが、当然、建築設備も合わせて基準に組み込み

ますので、こういった設備の性能の向上のスピードというようなものも勘案いたしまして、

目標年次は５年後とすることでどうだろうかと考えております。具体的には２００９年に

施行いたしますので、２０１３年が目標年次になるということでございます。 

 それから、②でございますが、断熱性能に関しましては現行の省エネルギー判断基準、

つまり、平成１１年基準と呼ばれているものでございますが、これを満たすものをしたら

どうかと。それから、③でございますが、断熱性能に加えまして空気調和設備等の効率性

につきましても総合的に評価をしようと考えておりまして、そのためには一次エネルギー

消費量に着目した基準を設定しようということでございます。④でございますが、省エネ

法で定めております建築設備というのがございますが、この中で法律上の用語でございま

すが、「空気調和設備その他の機械換気設備、照明設備、給湯設備」というようなものを対

象にしたらどうかと考えております。 

 １枚おめくりいただきまして２ページ目でございますが、なお、建築設備の中に昇降機

というのがございますが、通常、戸建ての建売住宅にはあまり設置されないだろうという

ことで、これは対象としなくてもいいのではないかと考えてございます。 

 それから、これは当然、建売住宅の性能ということでございますので、住宅の販売時に

備えつけられているものを対象とするものでございまして、後から持ち込まれる家電機器

などにつきましては、なかなか評価の対象としづらいのではないかと考えております。 

 さらに⑥でございますが、省エネ法に基づく建築設備ではございませんが、太陽光発電

設備などにつきましても、その効果について一定の評価ができるようにならないかという

ことで考えております。 
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 その下に模式的に書いてございますが、このように断熱性能に加えまして空気調和設備、

照明設備、給湯設備を総合的に評価するとともに、太陽光発電設備等の効果も考慮したも

のを基準化していくことはできないかということで考えてございます。 

 それから、２ページ目の下半分でございます。３.といたしまして目標とする水準の設定

ということでございますが、これは現在、供給されております建売の戸建住宅の省エネ性

能の実態というようなものも踏まえまして、まず１つは断熱性能につきましては現行の基

準、つまり、１１年基準を満たすということをまず基本とした上で、これに加えまして高

効率給湯設備を導入するという、この組み合わせによって実現される省エネ性能、つまり、

一次エネルギー消費量というのを目標として考えたらどうだろうかというのが、この目標

とする水準の考え方でございます。 

 なお、これは１つの組み合わせの例で申し上げたわけでございまして、これと同等の省

エネ性能が実現できればいいわけでございますので、例えばこういった１１年基準の断熱

と高効率給湯設備の組み合わせの他にも１１年基準を満たす断熱と、その高効率な空調設

備でありますとか、あるいはこの断熱構造だけでよりレベルの高い断熱性能を導入するこ

とによってこの基準を満たすとか、さらにはこういった１１年基準を満たす断熱構造と太

陽光発電設備の組み合わせでこの基準を満たすとか、いろいろな組み合わせが想定される

のかなと考えてございます。 

 ③でございますが、なお、この目標水準は通常の平成１１年基準を満たす住宅に普通の

設備をつけた場合に実現されるエネルギー消費量と比べまして、概ねでございますが、１

０％程度の削減に相当すると考えております。それで、この目標水準とするエネルギー消

費量でございますが、当然、これは気候条件に応じて地域区分ごとに定めるということを

考えてございます。 

 それから、続きまして３ページ目でございます。では、この目標水準の達成状況をどう

やって確認していこうかということでございますが、これは特に一定戸数以上の建売戸建

住宅を供給する住宅事業建築主、今、これは年間の供給コスト１５０戸以上ということで

考えてございますが、こういう事業者が１年間に供給いたしました建売戸建住宅につきま

して、この目標水準とする一次エネルギー消費量に対して、その評価対象の住宅の一次エ

ネルギー消費量の達成率を加重平均したものが１００％以上になるかどうかというのを確

認するということを基本にしたいと考えております。 

 なお、この確認に当たっては、何も１戸１戸の住宅の省エネ性能をつぶさに評価すると
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いうのではなく、そこはもう少し、ある種、建売住宅でございますので、各社におけるシ

リーズごとの、言ってみれば標準仕様のようなものをもとに、それを地域区分ごとに省エ

ネルギー性能を把握していくというようなやり方でもいいのではないかと考えてございま

す。 

 それで、実際にこのエネルギー消費の算定に当たりましては、どうしてもいろいろな手

間がかかりますので、なるべくそこを簡易なものとするために代表的な省エネルギー対策、

典型的にはどういう設備を入れるかとかということでございますが、そういうものごとに、

一定の対策ごとに、それを導入すればどのような消費量が実現するかということを示した

早見表のようなものをご用意するとか、あるいはここには出ていないような、よりすぐれ

た省エネ対策を講じ、さらにはそれを詳細に評価しようというような場合には、それを支

援するようなソフトを用意するとか、こういったようなことについてもあわせて検討でき

ないかと考えております。 

 以上が簡単でございますが、この住宅事業建築主の判断の基準についての設定の方向で

ございます。 

 それで、続きまして資料５の方に移らせていただきます。資料５は住宅に関します省エ

ネルギー判断基準の改正についてということで、これはいわゆる現行の省エネ基準、つま

り、平成１１年基準と呼ばれているものの改正の方向性をお示ししたものでございます。

基本方針のところに書いてございますように、これまでこの省エネ基準におきましては断

熱構造化に加えまして防露、気密化、日射遮蔽とかいろいろなことを決めていたわけでご

ざいます。 

 今回、この省エネ法の改正によりまして、この届出対象を２,０００平米未満の中小規模、

まあ、３００平米以上と考えてございますが、ここまで拡大をするということでございま

すので、当然、その対象となる建物が多く広がってきますし、そういったより規模の小さ

い住宅をおつくりになられる建築主の方々の能力とか資力を勘案いたしますと、余りに過

度な負担を強いることになってはいけないということでございます。あわせて行政庁の方

での審査の事務というのも、大幅に増えるということにも考慮する必要があるだろうとい

うことでございます。 

 こういったことから、１.の一番下の５つ目のポツのところにございますように、この届

出義務の拡大に対応して円滑にこの届出が実施されるように、これまでこの基準ができて

以来、いろいろな運用の蓄積がございますので、そこで得られました技術的な知見でござ
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いますとか、いろいろな実態を踏まえながら、この１１年基準が求めている省エネ性能の

要求水準自体は変えることなく、この基準についてなるべく簡素化できるところは簡素化

し、より明確になるところは明確にするというような観点から改正を行ってまいりたいと

考えております。 

 こういった観点から改めて現在の基準を見直したときに、幾つか具体的にこうすればど

うだろうかということを考えているのが以下のとおりでございます。まず、２.といたしま

して、これは建築主及び特定――すみません、これは「建築物」でございます。特定建築

物の所有者の判断の基準、つまり、性能規定の方でございますが、これにつきましても幾

つかの計算を求めているような項目につきましては、なるべくそれを簡単にできるものは

簡単にしようという観点から改正をできないかと考えております。 

 （１）といたしまして、冬期日射有効利用住宅というのはパッシブ住宅でございますが、

それの基準の簡素化とか、それから、（２）開口部の日射遮蔽措置に関する簡易な算出方式

の導入ということでございます。これらはいずれもこれまでの知見とか、いろいろな蓄積

を踏まえまして一定の算定式があったわけでございますが、それをなるべく簡素化してい

くというような視点でございます。 

 それから、（３）換気量の確保に関する規定の削除ということで、これは建築基準法の方

で換気の確保が規定されたことから、この基準からは削除するというものでございますし、

（４）気密につきましても、これはいろいろな工法が普及しておりますし、かなり気密化

自体も進んでいるというようなことから、定量的基準については除外したらどうかと考え

ている次第でございます。 

 １枚おめくりいただきまして２枚目でございます。今度は、設計・施工指針、つまり、

住宅に関するこの仕様規定の方でございますが、この仕様規定の方もこれまでいろいろな

詳細に住宅の各部についてどういう仕様にするかというのを規定してきたわけでございま

すが、今般、改めて見直しといたしまして、例えばでございますが、住宅全体の熱損失に

与える影響は極めて限られたものであるにもかかわらず、かなり詳細な仕様を決めていた

ものとか、そういうものについては簡素化できるところは、全体に対する影響を常に勘案

しながら簡素化できるものは簡素化していこうということでございます。 

 （１）でありますが、鉄骨造における外張断熱工法以外の熱抵抗値基準の追加というこ

とでございまして、これは今回、届出対象を３００平米まで広げることによりまして、当

然、アパートのたぐいが入ってくることが想定されるわけでございますが、そういった中
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には鉄骨造でつくられるものも多々あろうかと思われますので、従来は定められていなか

ったわけでございますが、鉄骨造についての外張断熱工法以外の熱抵抗基準値を今回新た

に仕様規定として追加するということでございます。 

 それから、（２）でございます。これは先ほど申し上げましたように住宅全体に対する影

響というのを考えながら、余りに詳細な規定を決めている部分については、それを簡素化

しようということでございまして、（２）は玄関とか勝手口の土間の部分につきましては、

必ずしも断熱構造化をしなくてもいいというふうにしていこうということと、（３）はＲＣ

造の構造熱橋部につきましても、これも一定の検証を経た上で、特に温暖な地域につきま

しては、この断熱補強は省略できるような規定を追加するということ。 

 それから、（４）開口部の断熱構造化につきましても、これも例えば極端に小さな窓とか、

そういったものにつきましては、必ずしも断熱構造化をしなくてもいいようにすればどう

かと考えております。それから、（５）（６）でございますが、いずれにしてもこういう詳

細な規定などにつきましては、全体の熱損失に対する影響とか、そういったものを勘案し

ながら、一方で建築主の負担の軽減ということも踏まえまして、基準の合理化を図るとい

うようなことを考えている次第でございます。 

 資料５の説明は以上でございます。 

 続きまして、建築物について、基準改正の方向についてご説明申し上げます。 

【事務局】  続きまして、建築物の省エネルギー判断基準の改正につきましてご説明申

し上げたいと思います。資料７をごらんいただきたいと思います。 

 資料７の１番で改正の基本方針をお示ししておりますが、（１）の改正省エネ法の概要や

（２）の方向性につきましては住宅と基本的に同じでございまして、建築物につきまして

も２,０００平米未満の中小建築物が対象になる。さらに中小規模のそういった建築物の建

築主の能力、資力、そういった負担や行政庁の事務の負担などを勘案しまして基準を見直

す必要があるのではないか。また、見直しに当たりましては、従来の省エネ性能というも

のをできる限り変えることなく、簡便な省エネ基準を設定するという方向で見直したいと

考えているところでございます。 

 ２番で現行の省エネルギー基準の概要でございますけれども、（１）で現行制度について

整理しております。まず、①の評価項目でございますが、建築物につきましては６つの評

価項目が設定されておりまして、大きく分けまして２つでございます。１）が建物の外壁

や窓の熱損失の防止に関する視点。２）から６）につきましては建築設備でございます。 
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 ②の評価基準でございますが、これらの６つの項目につきまして大きく２つの基準がご

ざいます。１つ目が性能基準と言われるものでございまして、ＰＡＬ／ＣＥＣというもの

でございまして、ＰＡＬの方でございますが、こちらは先ほどの評価項目１）に対応する

建築物の熱損失防止性能を評価するものでございまして、こちらの評価式にございますよ

うに、屋内周囲空間の年間熱負荷を屋内周囲空間の床面積の合計で割るといったような式

から換算されるものでございまして、ＣＥＣにつきましては、これは設備を対象にしたも

のでございますが、建築設備に係るエネルギーの効率的利用性能を評価するものでござい

ます。 

 その評価方法につきましては、ここの下にございますような評価式を用いて評価するも

のでございますが、いずれにいたしましてもこの値が小さい方が省エネ性能が高くなると

いったような式になっているところでございます。 

 続きまして、ページをおめくりいただきまして２ページでございますが、もう一つの方

法が、いわゆるポイント法と呼ばれる方法でございまして、こちらの方が仕様基準でござ

います。こちらの方は平成１４年の省エネ法改正の際に導入されたものでございますけれ

ども、床面積５,０００平米以下の建築物を対象にいたしまして、先ほど申し上げた６つの

項目についてそれぞれ、こちらの方は表で一定の省エネ措置を講じた場合、点数を加算し

ていく方法で、１００点以上の場合は性能基準を満たしているといったような形で性能を

評価する方法をとっているものでございますが、こちらの方はＰＡＬ／ＣＥＣの方に比べ

まして方法は簡単なわけでございますが、評価精度は多少劣るといったようなことになっ

ているところでございます。 

 今回、（２）の改正の概要でございますが、こちらのポイント法、いわゆる仕様基準の方

につきまして、今回、届出対象が拡大されます２,０００平米未満の中小規模の建築物につ

いて、この簡易なポイント法を整備したいということでございます。 

 ②の方にその改正の概要をお示ししているところでございますが、４ページの方に現行

のポイント法と今回の整備をしたいと考えております簡易なポイント法の比較表をつけて

いるところでございますので、こちらを少しごらんいただけたらと思うのですが、これは

４ページから１０ページに６つの項目についてそれぞれ比較表をつけているところでござ

いますけれども、左側が現行のポイント法で、右側が簡易なポイント法ということで、今

回、２,０００平米未満の建築物の対象にして整備しようと考えているポイント法でござい

ます。 
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 まず、４ページの方は、これは建物の熱損失防止に関するものでございますが、現行の

方で左にございますように、建築物の主方位であったりとか、建築物の形状、コアの配置、

そういったようなものを評価の項目に入れているわけでございますけれども、今回、小規

模な建築物になりますと、敷地の制約等、そういったことからそもそもこういった主方位

をなかなか設定するということが難しいことから、こういったものは省略したいと。 

 また、５ページの方をごらんいただきますと、建築物の断熱性能の３つ目の基準でござ

います。断熱性能に係る性能項目でございますが、例えば総合熱貫流率ということで、ポ

イント法と言いながらも計算を要するものにつきましては、右側にありますように、これ

を簡便化いたしまして仕様から判断できるような評価項目に変えたいと考えているところ

でございます。 

 また、同様な考え方ですが、６ページの方に設備がございますが、空気調和設備につき

ましては、６ページの（１）に、外気負荷軽減に関する評価点等につきましては、現行の

ポイント法では全取で外気量について計算することとしたところ、例えば空調対象面積と

いう形で計算方法を簡易化したりとか、（２）で室外機と室内機の配管の長さといったよう

なものを評価項目に加えていたわけですけれども、これにつきましては小規模な建築物に

なりますと、そもそも配管の長さというものがそれほどないことから、こういった特性を

踏まえて省略するといったようなことで簡便化しているところでございます。 

 また、３）、７ページでございますけれども、機械換気設備でございますが、これは昇降

機と同様なのですけれども、そもそもこういった機械換気設備につきましては建築物全体

におけるエネルギー消費量の割合が非常に小さいということから、省エネ効果に与える影

響も小さいということで、３）機械換気設備につきましては、そもそもこの評価項目を省

略したいと考えているところでございます。 

 また、照明設備、８ページでございますが、こちらの方も同様の考え方といいますか、

中小規模の小さい建築物における特性を踏まえて省エネ効果の小さいものについては省略

するといったような見直しを行っているところでございます。 

 また、給湯設備、９ページも同様でございまして、こちらも計算を要していたものにつ

いては、計算しないで評価できるものについては計算を要さないような変更を行うであっ

たりとか、性能、省エネ効果の小さいものにつきましては、評価項目を統合するといった

ような形で見直しを行いたいと。また、この給湯設備につきましては、ここの評価項目に

掲げている給湯設備というのは大規模なものを想定しているものが多いことから、今回、
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一般的にこういったものがホテル等に限定されるということから、今回の中小規模におけ

る建築物においては、そもそも給湯設備の評価項目を用途を限定したいと考えているとこ

ろでございます。 

 また、繰り返しになりますが、６）の昇降機につきましては、そもそも省エネルギー性

能に与える影響が小さいということから、この項目自体も省略したいと考えているところ

でございます。 

 建築物については以上でございます。 

【事務局】  事務局からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

【議長】  ありがとうございます。 

 大量の資料で、しかも、かなり細かい資料です。それで、先ほど申しましたように、パ

ブリックコメントを含めて日程がタイトでございますので、少し事務局の方で進めていた

だいているという状況でございます。 

 それでは、ただいまの説明に関しましてご意見、ご質問がございましたら発言をお願い

します。恐縮ですけれども、この名札を立てていただけると、その順番にご発言をご依頼

したいと思います。 

【委員】  ○○と申します。資料４に関して少しご質問させていただきたいと思います。

住宅に関して外皮性能のみではなく、給湯、冷暖房、照明、機械換気に関する一次エネル

ギー消費量が加えられるということで、大変よいことであると期待をしております。資料

の中で早見表、支援ソフトを整備するというふうに後ろに書かれておりますけれども、で

きれば地域ごとにかなり外気温などが異なるので、ヒートポンプ式などを使うときを考慮

してこまめな地域的な配慮をぜひお願いできればと思います。 

 それからトップランナー方式の場合にはＪＩＳ規格で大抵の機器の試験方法が規定され

ていると思います。しかし、給湯、冷暖房であっても、いろいろな方式が世の中にはあり

ます。例えば給湯であれば貯湯式、瞬間式がありますけれども、それぞれの試験法にはな

るべく公正なといいますか、機器種別が異なる機器に関して実態に合ったエネルギー消費

量が出るような形のものをどのように決められていくかというのをご質問させていただけ

ればと思います。 

 以上です。 

【議長】  事務局、お答えいただけますか。 

【事務局】  具体的な中身に評価のやり方を含めまして、どういう値になるかというこ
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とにつきましては、次回にまた改めて資料を整理してお諮りしたいと考えております。今

のご指摘を踏まえまして、その算定方法とかのルール化につきましては検討させていただ

きたいと思います。 

【議長】  では、○○先生、○○先生、○○さんの順番でお願いします。 

【委員】  ○○でございます。住宅トップランナーの部分についての質問なのですが…

…。 

【議長】  資料は何番ですか。 

【委員】  参考資料２－１と資料４が関係すると思います。まず、ここで参考資料２－

１の下に絵がかいてあるように、これはハウスメーカーごとに幾つかの商品シリーズを発

売していて、それの平均をとるというふうに書かれていると思うのですが、そのときに加

重平均をとると書いてあるのですが、この加重平均というのは、そのハウスメーカーが販

売した販売実績から加重平均するというふうに理解してよろしいのでしょうか。 

【事務局】  基本はおっしゃるとおり、販売した戸数で把握することだと考えておりま

すが、ただ、どの時点で省エネ性能を把握するかという、若干、技術的な問題がございま

して、つまり、設計段階で把握するのか、竣工した段階で把握するのかということがござ

いますので、なるべく事業者に過度な負担はかけたくないという思いがございますので、

効率的なやり方を検討したいと思いますが、基本的にはおっしゃるとおり、実際に供給さ

れたベースで平均をとってまいりたいと考えております。 

【委員】  そのあたりの加重平均というのは何であるかということをもう少し明確にど

こかに書いていないと誤解されてしまうというか、理解できなくなってしまったりするか

なと少し危惧を持ちました。 

 それから、「エネルギー消費者量」という文言があちこちに出てきますけれども、これも

おそらく考えていることは、床面積当たりを念頭に置いているのだろうと思うのですが、

そういうことがどこにも書いていないものですから、それも何かもう少しどこかでちょこ

っと明確化しておいた方がいいのではないかなと思ったわけですが、いかがでしょうか。 

【事務局】  すみません、本日、基本的な方向性をお示しするのを中心に資料を整理い

たしましたので、ご指摘の点も含めましてきっちり整理したものを次回以降、ご提示した

いと存じます。 

【委員】  その他、今日初めて見たので、細かく読み込んでいくと、いろいろと質問し

たいことが出てくるかもしれないですが、他の委員の方もいらっしゃるから、とりあえず、
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そこまでで。 

【議長】  いや、○○さんがおっしゃる点、ごもっともでございますので、もし委員の

先生方、途中でこれ、読み込んでいただいて質問がございましたら、事務局にメールなり、

ファクスなりでお寄せいただいて、それを次回に反映させて報告するという――事務局、

そういうことでよろしゅうございますか。 

【事務局】  はい。そういったやり方でお願いいたします。 

【議長】  では、次、○○先生、お願いします。 

【委員】  住宅のトップランナーの同じ資料、資料４の２ページ目、中ほどから３.がご

ざいますが、この中身で特に②のところで、いわば断熱性能と設備のさまざまな組み合わ

せについて書かれていて、その組み合わせの説明をいろいろ書かれているのですが、全部

１１年基準を満たす外壁がベースになっておりますね。だから、これは給湯とか設備効率

が大変よければ、一部のシェルターの性能は１１年基準を下回ってもクリアできるという、

そういう組み合わせではないということかどうか少しお教えいただければと思います。 

【事務局】  今、お示ししている案では、少なくとも断熱性能については１１年基準を

満たしていただいた上で、プラスアルファを他の設備でというふうに事務局としては考え

ておりますが、この場でまたそのあたりも含めてご議論をいただければと存じます。 

【委員】  組み合わせという表現をされているからには、それが含みだと思ってよろし

いんですか。 

【議長】  含みというのは。 

【委員】  いや、今のこの記述だけ見ますと、すべて１１年基準は基準で満たさないと

いけないと。 

【議長】  そうそう。それは制約条件として入っている。だから、この文章の趣旨にな

っているわけです。建築には設備とは無関係に、例えば全室を含めて確保すべき性能があ

るでしょうという、そういうようなところから出ているのだということだと思います。 

【委員】  それだったら、断熱基準は断熱基準ですから組み合わせではない。 

【議長】  ああ、そういう意味。 

【委員】  ええ。組み合わせというからには、そういう道が残されているというふうに

読んでいいのかどうかというところ。 

【議長】  この組み合わせは、建築設備の中の組み合わせということですね。 

【事務局】  はい。断熱については１１年基準をまず満たしていただいた上で、プラス
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アルファの部分はいろいろなやり方があるのではないかということで考えております。 

【議長】  井上委員、よろしいですか。 

【委員】  はい。 

【議長】  では、○○委員。 

【委員】  １点、同じく資料４のところのご質問というか、ご確認みたいな感じで１つ

お願いいたします。住宅のところまでこういう考え方を入れられるのは大変おもしろいと

いうか、いいことだと思っておりますけれども、今の資料４の２ページのところでござい

ますけれども、仕事柄、少し気になりますのは、太陽光の発電の利用ということで、私ど

ももこういう考え方は大変重要と思っておりますので、一生懸命、太陽光も推進していき

たいと思っておりますけれども、２ページの上の絵と、今、○○先生もご指摘になったこ

の下の３.の②のところを見ていきますと、太陽光発電で出てきた電気で上の空調とか、照

明とか、給湯のところはキャンセルできるだろうと、こういうふうに計算ができると思う

のですが、当然ですけれども、家庭用のエネルギーの中では照明とか、一般のコンセント

だけでも４割くらいのエネルギーを使っておりますので、太陽光から流れてきた電気がす

べて上のものをキャンセルできるかというと、多分、発電されているタイミングと、照明

はほとんど使われていないでしょうからということで、そのキャンセルの度合いというの

が、何らかの工夫が要るかなと思っておりますけれども、次回の委員会のときにそこら辺

の工夫が出てくるのかもしれませんけれども、お考えを教えていただければと思っており

ます。 

【事務局】  ご指摘のように、太陽光発電をどのようにカウントするかということにつ

きましては、当然、今のようなお話、通常のコンセントから使っている電力の分で使うべ

きものがあるわけですので、そこはしっかりルールを決めた上で、次回以降、具体的にど

ういうやり方で計算するかということをお示ししたいと思います。 

【委員】  はい。ありがとうございました。 

【委員】  質問が２つございます。同じく資料４で２ページ目の下から４行目でござい

ます。「概ね１０％」と書いてございますけれども、これはこの補足、キャップをかぶせる

住宅に対して１０％でございますか。それとも住宅全体の１０％と考えてよろしいのでし

ょうか。 

【事務局】  これは、そこに書いてございますように、まず断熱は１１年基準を満たし

た上で、各設備は現在の標準的なものをつけた住宅のエネルギー消費量に対して、今回、
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この目標として定める水準は概ね１０％程度削減。だから、１戸当たりで見て、通常のも

のより１０％程度削減になるということを目安にしているということです。 

【委員】  わかりました。ということは、これ、日本全体の住宅部門に対しては何％ぐ

らいに相当するというのは把握されていますでしょうか。 

【事務局】  まず、建売戸建住宅の住宅供給戸数のどれぐらいかということでございま

すが、１８年の着工ベースで申し上げますと、全体の１割程度が建売戸建住宅でございま

す。それで、今回、この建売戸建住宅すべてを対象にする基準をつくるわけでございます

が、特に年間１５０戸以上供給される事業者の方については、きっちりご報告いただいて

チェックをしていこうと考えておりますので、建売住宅戸数全体で、１３万８,０００戸程

度の中で、１５０戸ぐらいで切りますと大体４割強ぐらいになるかと思います。というこ

とを考えますと、実際、この仕組みで直接カバーするのが大体６万戸程度かなと想定して

おりますので、住宅の戸数で見ますと約５％程度ということになるかと思います。 

 したがって、そもそもこの対象となるのが住宅戸数全体の５％ぐらいでございまして、

その中で仮にこの目標すべてが達成したとするならば、１０％程度削減ということになり

ますが、ただ、これもその１０％というのはあくまでも１１年基準を満たしていて、かつ

標準的な設備をつけた水準に対して１０％の削減ということになりますので、実際に供給

されている住宅の省エネのレベルというのは、またそれもさまざまあって、おそらくは11

年基準よりもっと悪いものが多いかと思われますので、直ちには計算できませんが、そう

いうふうにしていけば全体のどれぐらいかというのは出てくるかと思います。 

【委員】  もう一つ、すみません。資料７の方で４ページ以降で、簡易ポイント法で、

ポイント法から外されている項目がありますが、ところが、参考資料２、これは住宅の方

なのですけれども、この空調とか機械とかで、この資料７と資料３－２で少し外すところ、

トーンが違うように思うのですけれども、この辺の整合性はとれていると考えてよろしい

のでしょうか。 

 資料７で申し上げますと、例えば空調のところで外されている項目がございますね。と

ころが、参考資料３－２のところでは、ページ数が打っていないのですけれども、７、８

ページ目でしょうか、空気調和設備にかかわるエネルギーの効率的利用、それから、３番

の機械設備にかかわるというところで、例えば今の資料３－２の機械設備のところでは、

次のページのところに表にいろいろな具体的な項目と点数がございますけれども、２番の

空気調和設備にかかわるエネルギーの効率的利用のところは、そういう具体的な項目と、
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商品仕様の項目と点数が記載されていないということで、少しバランスが違うのかなとい

う気がしているのですけれども、いかがなものでしょうか。 

【議長】  ちょっと待ってください。よくわからない。３－２は現行のものでございま

すよね。 

【委員】  これは片方が住宅で片方が非住宅ですので、比べようとしても今のところは

整合性をとるのは難しいと思います。 

 それからもう一つ、今、私が言う立場ではないとは思うのですが、参考資料の方の告示

案というのは、これは簡易法ではございません。それから、もう一つはＰＡＬ／ＣＥＣの

簡易法でございますので、そこもレベルが違います。 

【委員】  あえて、わかっているということですね。 

【委員】  そうですね。 

【委員】  そういうことですね。 

【委員】  そこの整合性はとる必要がないと思います。 

【議長】  と○○委員は推測したと、そういうことですね。 

【委員】  そうです。そういうことです。すみません。 

【議長】  ありがとうございます。 

 事務局、よろしいですか。 

【事務局】  参考資料３－２の方は、これはあくまでも住宅の、かつ、その共用部分に

おける基準でございますので、今のご指摘のように対象としているものが違うということ

もございまして、必ずしも同じようなものにはなっていないということでございます。 

【議長】  では、○○委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。ご要望として２点と質問が１点ございます。要望さ

せていただきたいことでございますけれども、１つはエネルギーの利用につきましては、

実際にどの程度の省エネルギーが図られたかという実情に即した基準の設定というのが非

常に大事ではないかなと我々は常々思っているわけでございまして、入れる設備機器につ

いては、こういった実使用条件に応じた基準の設定というのを強く要望するものでござい

ます。 

 それから、要望の２点目でございますけれども、今回の省エネルギー判断基準の導入と

いうのは大変すばらしい制度であると高く評価してございますけれども、実際に住まう方

にとっては省エネルギーの他にも住宅とか設備というのを導入するときの評価軸というの
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があるのではないかと思います。例えば快適性であるとか、健康にいいかどうかといった

ような軸だと思いますけれども、省エネの基準だけで誘導することで、住まう方の選択肢

が狭まってしまわないように慎重にご検討をぜひお願いしたいと思うところでございます。 

 それから、質問でございますけれども、資料４の２ページ目の３.目標とする水準の設定、

３.の③にございます括弧内の一般的な設備というのが書かれているわけでございますけ

れども、例えばこれは具体的に上の四角のポンチ絵の中の給湯設備であるとか、暖冷房設

備についてはどういうようなイメージのものをお考えになっているのかということをお聞

きしたいのと、それから、先ほど○○委員の方からもありましたけれども、太陽光発電設

備、これもその後に「等」という言葉が入っているのですが、この「等」の中に入ってい

るもののイメージというのはどういうものがあるのかについて、今もうご検討中でござい

ましたら少し教えていただきたいなと思います。 

 以上でございます。 

【事務局】  まず、前段の２点のご指摘につきましては、今後、具体に基準を決めてい

く中で、そういったことも踏まえて検討を進めさせていただきたいと存じます。 

 それで、ご質問の方でございますが、具体的にその数字を置きながら基準の値を計算さ

せていただくというのは、これから詳細を詰めていきたいと思っておりますが、一般的な

設備というのは、一方で、いわゆる高効率給湯設備というのは、その目標とする方の水準

で想定しておりますので、現在、通常、販売されているような住宅で普通についているで

あろう一般的な給湯設備とかというものを前提として、それをどこに置くかということも

もちろん慎重に検討すべき課題だと思っておりますが、そこの算定を進めているところで

ございます。 

 それとあと、太陽光発電設備等で、「等」でこれをどこまで何を見るかというところも、

実は大きな検討課題かと思っておりまして、太陽光発電設備を入れるというところまでは

大体のご理解を得られるところかなとは思っておりますが、あとは実際、どの程度、それ

が市場に供給されているかとか、どれぐらい普及しているかというようなものも考えなが

ら、候補となり得るものとしては幾つかはあると思っておりますが、最終的にどこまで何

を見るかということにつきましては、引き続き市場での普及状況なども検討しながら、ま

た次回に具体的な形で何をどこまで見るということで中身をご提示したいと思います。 

【議長】  何か左側ばかりご意見がありますけれども、右側の方はご意見ございません

か。どうぞ。 
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【委員】  すみません、質問だけなのですけれども、先ほど建売住宅で１５０戸以上供

給するものというのが全体の５％というご説明をお伺いしましたけれども、建売住宅以外

については３００平米以上について届出の対象にするという理解だと思うのですが、こち

らの方の全体に対する率というのはどのぐらいあるものですか。 

【事務局】  まず、３００平米以上の方でございますが、これは先ほどの５％というの

は住宅の戸数ベースで申し上げましたが、床面積ベースで申し上げますと、新築着工建築

物の中で３００平米以上ということで把握いたしますと、大体全体の５５％ぐらいをカバ

ーすることになります。したがいまして、３００平米まで対象を広げますと、新築建築物、

住宅も含めましてその半分以上を押さえることになります。 

【議長】  私の方から質問ですけれども、この「トップランナー」という言葉、これは

愛称として使うのか使わないのか、国交省として何かそれはございますか。いや、今日で

はなくてもいいんですけれどもね。 

【事務局】  愛称なので使う使わないという話でもないかもしれませんが、もう既に少

し使ってはいるものですから、ただ、そのときに、いわゆるトップランナー方式に準じて

とか、モデルとしてという使い方をさせていただいているという状況であります。これが

非常にわかりやすくて、供給者、消費者みんなに受け入れられるのであれば使っていきた

いなとは思っております。 

【議長】  それから、この資料４の、さっきから皆さんの質問が集中しておりますのは、

いわゆる建売が対象でございますね。いわゆる注文住宅ですよね。これはいわゆるトップ

ランナー基準との対応で、どんなふうな位置づけにしているか、多分、それは国交省、経

産省、両方、答えなければいけない立場、状況が出てくると思うんですけれども、何かそ

れに関してはご意見ございますでしょうか。どうぞ。 

【事務局】  この省エネルギーの措置というのは、市場の状況とか、あるいは国民の合

意を見ながらできるだけのことをできるだけやっていただこうという形でどんどんと基準

も上がってきたり、対象が増えたり、あるいは仕組みが増えてきているというところであ

ります。今回はこのいわゆるトップランナー制度を建売住宅の部分に入れさせていただい

ておりますが、仕組みを考える中で住宅の中身を決められるのはだれかと考えますと、実

は発注者なものですから、いわゆる注文住宅を見たときには、注文住宅の請負主に関して

何らかの責務をかけという形にしても、実際の物の決定については能力がないというか、

実際上の権限がない。あるいはどういう設備を入れてくるのかということにつきましても、
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基本的には注文主の判断になってしまうものですから、では、注文主の方々にどうしてい

ただこうかということを片方で考えているところでございます。 

 それはどういう人たちに対して、どういうことをお願いすることができるのかなという

平面で見ると、そういうことが１つあるわけですが、もう一つやりたいこととしては、住

宅の設備を全部抜いてしまいますと、実際はエネルギーを食わないわけですから、設備と

側とを一体的にとらえたいという思いはもともとありまして、どうすればできるのだろう

と。こうしたものから、両側から見まして今回の省エネ法の改正の中では、建売住宅とい

うものについては、いわゆるトップランナー方式に準じたやり方を導入させていただいた

ところでございます。 

 それ以外はどうかということですが、まず法律の枠組みの中では、参考資料１の中で、

先ほど法律の説明をさせていただきましたけれども、そうした注文主が決定するに当たり

まして、建売住宅というのは物をつくってしまって売るものですから、いわゆる売られる

製品なので売り手側が決められるのですが、注文住宅につきましては、注文主の方に省エ

ネルギーにすぐれたものをつくっていただきましょうということで、先ほどの参考資料１

の⑤、⑥にありますように、プロである設計者、あるいは施工者の方が決定権はないにし

ても、それをつくられる方々に対して情報をきちんと提案していってくださいというよう

な仕組み。 

 あるいは⑥に書いてございますように、販売や賃貸を行う事業者に対しまして、消費者

に対する情報提供の義務というもの、努力義務ではありますが、書かせていただいている。

それともう一つは実行面では、このトップランナーの建売の中で統合した、いい住宅が出

てくる中で、これが注文住宅というものも引き上げてくる、あるいはこうした情報が世の

中に流れてくるという効果があるのではないかということを期待しているところでござい

ます。省エネ法の中で、「ねばならない」という義務規制的なものに一気にすべての住宅群

を覆い尽くすというのは、現在の市場環境や国民の合意の中で困難かもしれませんが、ま

ずは制度の中でもこうした部分から頑張っていただくという形で、これを中心に広げてい

きたいと考えているところであります。 

【議長】  ありがとうございました。 

 ○○委員、ご発言ですか。 

【委員】  今回の基準に直接関係するわけではありませんが、もう既に現行で特定建築

物の新築２,０００平米以上に関しては届出を義務化されておられます。ＰＡＬ／ＣＥＣに
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ついてもやられておられます。そのときの基準のクリアしている率というのがもしおわか

りになれば、教えて下さい。今日でなくて結構なのですが。 

【議長】  確かにほとんどクリアしているはずですよ。今年２月にＩＥＡでコードコン

プライアンスという世界会議があって調べて、今おっしゃったように日本は非常にまじめ

ですよね。 

 事務局、ございますか。 

【事務局】  今のご質問でございますが、まず、住宅以外の建築物の方でございますが、

これは２,０００平米以上の届出対象となっている建築物につきましては、直近の手元にあ

るデータ、２００５年度でございますが、これは床面積ベースで、全体の８５％までが適

合している状況にございます。 

 一方、住宅の方は、これはまだ２,０００平米以上、届出を義務づけてまだ日が浅うござ

いまして、住宅性能評価を受けた住宅のうち、この１１年基準に適合しているものがどの

ぐらいだろうかというのを推定したものでございますが、２００６年時点で全体の３６％

が適合しているという状況になってございます。このように建築物の方は既に届出制度を

住宅に先んじて導入いたしましたので、その効果もあろうかと思いますが、かなり高い適

合率ということになっております。 

【議長】  では、○○委員、○○委員。 

【委員】  １点だけ教えてくださいませ。資料７でございますけれども、この資料、今

回、これは建物の方ですけれども、１の（２）のところで見直しの方向性ということで、

今回、２,０００平米未満のところまで少し手を入れましょうということですから、非常に

あまた多くの建物が対象になると思いますけれども、この（２）の中に特に建築主の能力

とか、資力とか、あるいはその届出を受ける側の事務の煩雑さとかもあって、過度な負担

を強いることがないようにと、こういう方向というふうに書いてございまして、それから、

その１の下の方に評価として、機器性能としてはＣＥＣがあって、２ページのところに行

きましてポイント法がある。ＣＥＣ計算とポイント法の並列で今動かしている。 

 それから、（２）の改正の概要で、さらに簡易なポイント法をと、こう続いているもので

すから、大体このシナリオはそういうことかなと思いますけれども、たしか今のポイント

法の中の対象機器というのはかなり限定をされていたように思いまして、空冷のパッケー

ジとか、たしかＧＨＰというのがポイント法で、その他ＣＥＣ計算となっていたと思いま

す。これがさらに３００平米から２,０００平米となってきますと相当小さな建物ですが、
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ここは今の現行のポイント法と同じものだけが対象になるんでしょうか。 

 例えばより効率的な水冷のパッケージであったり、ちょっと郊外へ行くと油だきのＫＨ

Ｐとか、そういったものを組み合わせるというケースも小さな建物だと多いと思いますけ

れども、ここに簡易ポイント法を使えるのか、あるいは従来どおりのＣＥＣ計算をしっか

りやりなさいと、こういうような方針になっているのかを少し教えていただきたいと思い

ますけれども。 

【事務局】  基本的に今回、簡易ポイント法を導入いたしますけれども、２,０００平米

から３００平米と仮定いたしまして、その中小規模の建築物につきましては従来のＰＡＬ

／ＣＥＣとポイント法と簡易ポイント法が並列するような形を考えております。従来から

ポイント法を導入いたしますと、ＰＡＬ／ＣＥＣよりも精度が低いということで、若干安

全側の値が出る。さらに簡易ポイント法を用いますと、それも安全側の値が出るというこ

とで、簡易ポイント法を用いていただいても構わないのですけれども、それで評価しづら

い場合は従来のポイント法であったりとか、ＰＡＬ／ＣＥＣといったような形で対応して

いただくということになろうかと思います。 

【委員】  はい。わかりました。そうしますと、簡易ポイント法の場合は従来の対象機

器よりももっと幅が広がると、こういうふうに思ってよろしいんでしょうか。 

【事務局】  そこは変わらないような形になると思います。 

【委員】  そうですか。そうしますとやっぱり、３００平米とか５００平米の建物を建

てる方が、その今の対象機器以外の機器をつけるときにＣＥＣ計算をするのはなかなか想

像がつきにくいのですけれども、そういうこともやっていただきましょうと、こういうこ

となんでしょうか。 

【事務局】  そういった点につきまして、今後ご意見を踏まえて検討させていただきた

いと思います。 

【議長】  ご指摘、ごもっともで、それはまことに大事なことだから、十分、次回まで

に詰めていただくように、事務局、お願いします。 

 どうぞ。 

【事務局】  もう一言で言うと、簡易ポイント法を導入しても有利ではないので使われ

ないということでは意味がありませんので、よく検討したいと思います。 

【議長】  ○○先生。 

【委員】  先ほどの住宅の話なのですが、建売住宅について達成率を評価するというこ
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となのですが、建売住宅であるといっても、実は買い手の意向というのは、例えばこの部

屋についてはエアコンは要らないよとか、そういうような言い方でユーザーの意向で左右

される部分というのは結構あると思うんですね。だから、そういう場合には、その建売と

しての標準設計というのがあって、その標準設計に基づいた性能評価をするのか。あるい

は何か別のことがあるのかということについても少し細かく考えておかないと、実態場面

で混乱することが出てくるかなという気がするというのが１点です。 

 もう１点は、今度は逆に注文住宅の方について、これはユーザーの考え方次第でどんな

設備が入ってくるかわからないから、法律的な意味で根拠を持ったトップランナー評価に

はふさわしくない。それはごもっともなのですが、しかし、それでもそういう注文された

住宅についてもトップランナー基準をベースにして評価してみると、こうなるよというこ

とはできるようにしておいた方がいいだろうということなのですが、その辺、いかがでし

ょうか。 

【事務局】  まず１点目でございますが、建売住宅でございますので基本的には標準設

計があるだろうと考えておりまして、実際、このご報告をいただくときも住宅１戸１戸を

つぶさに見て細かな設備とか仕様の違いまでを把握したいというのではなくて、あくまで

も基本的には標準設計ベースで、あるシリーズで、ある一定の省エネ性能を持ったものが

何戸供給されたかというような形で、その事業者の供給される住宅全体の省エネ性能を把

握していきたいと考えておりますので、これにつきましてご指摘のように標準設計を基本

として、あまり細かいことは言わないような形で省エネ性能を捕捉していくようにしてい

きたいと考えております。 

【議長】  すみません、今の資料４の２ページの上から４行目に、後から持ち込まれる

家電製品については評価の対象外にすると明記してあるんですよね。これはほんとうにこ

んなに明記してしまっていいかなという感じが少ししておりまして、今おっしゃったよう

に、後から持ち込まれるからと非常に大事なあれが抜ける可能性があるんですね。原則は

こんなふうな表現しかないかと思う。これも検討したいと思いますが。 

 事務局、どうぞ。 

【事務局】  今のご指摘につきましても、基本的に供給される段階で性能を把握する必

要がございますので、正直、後から入ってくるものをこの仕組みの中で評価していくとい

うのはなかなか限界があるわけでございますが、しかし、一方で、より性能の高い家電を

使っていただくということ自体は重要でございますので、そういったことをなるべく後押
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ししていくような仕掛けというのは必要かなと考えております。 

 先ほど○○委員からご指摘いただきました２点目の話でございますが、ご指摘のとおり、

省エネ法に基づくこの住宅事業建築主の判断の基準自体は、建売の戸建て住宅を対象とし

たものではございますが、当然、そのつくられる住宅自体は建売だろうと、注文住宅だろ

うと、そんなに大きく変わるものではございませんので、そこは基準を同じように注文住

宅の方にも当てはめていただいて評価し、例えばですが、この基準をクリアするものであ

れば、何がしかそれを示すような表示のようなものができないかとかいうことも含めて、

そのあたりのこの基準をさらに応用して展開していくということにつきましても、今後検

討してまいりたいと考えております。 

【議長】  ○○委員。 

【委員】  資料４の２ページで、例えば３２行目に「概ね１０％程度の削減」とか、あ

とは届出に対しての負担軽減というのが住宅でも建築でもあるのですが、一方で洞爺湖サ

ミット以降言われている２０５０年までに６０％から８０％削減をするという日本政府の

目標から言うと、かなり近い将来もっと厳しい削減目標なりということを言っていかなけ

ればいけない時期が早々に来ると思うのですが、今回の改正はまずは当座の基準強化とい

う範囲かと思いますけれども、少しロングスパンで何かお考えがあれば伺いたいと思いま

す。 

【議長】  それは私の方からお答えしますけれども、建築環境部会で検討させていただ

きます。今回のは、当面、来年４月からスタートするものに対して大変タイトな日程でや

るという制約のもとでの審議でございまして、ご指摘の点、ごもっともでございますが、

今、それをやり出すと、これはとてもできませんので、ここの中でね。それから、委員会

のミッションからいっても、ここではなくてそちらの方でいいと思います。 

 申しわけございません、まだご発言がある方もいますけれども、特に左サイドからご熱

心なご質問ありがとうございました。それでは、時間が来ておりますのでこの辺で質疑を

打ち切らせていただきまして、事務局から今後のスケジュールについてご説明をお願いし

ます。 

【事務局】  次回につきましては、本日、ちょうだいしましたご指摘も踏まえまして各

基準につきまして具体の告示案を作成して、それをご提示し、ご審議いただきたいと考え

ております。日程につきましては、１０月３１日、金曜日、午後１時から午後３時を予定

してございます。場所は同じこの国土交通省のこの建物の４階の特別会議室でございます。
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よろしくお願いいたします。 

【議長】  事務局、直前でもいいから事前に委員に配付していただけると、相当細かい

内容ですから、当日見てパッとというのは相当、次回、終わるともうパブコメにかけるわ

けですね。もし可能であれば、そういうふうにお願いできればありがたいと思います。 

【事務局】  はい。わかりました。そのようにさせていただきます。 

【議長】  それでは、長時間、ありがとうございました。これをもちまして第１回合同

会議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 

 


